
第１編 一般会計 

第 1章 決算の概要 

１ 決算収支 

 

 平成 24年度一般会計の決算は、次のようになりました。 

 

  歳  入  290 億 3,263 万 4 千円  ① 

  歳  出  274 億 8,526 万 8 千円  ② 

  形式収支   15 億 4,736 万 6 千円  ③＝①－② 

  繰越財源    6 億 5,260 万 4 千円   ④ 

  実質収支   8 億 9,476 万 2 千円  ⑤＝③－④ 

 

２ 財政分析 

 本章においての財政分析は、普通会計決算額を用いて行いました（地方財政状況調査数値）。 

 ※ 魚沼市の普通会計は、一般会計の他に診療所特別会計を含んでいます。 

 

 歳入歳出決算額等  

 

 平成 24 年度普通会計の決算額等は、次のようになりました。 

 

  歳  入  288 億 2,642 万 4 千円  ①’ 

  歳  出  272 億 7,826 万 7 千円  ②’ 

  形式収支   15 億 4,815 万 7 千円  ③’＝①’－②’ 

  繰越財源    6 億 6,290 万 6 千円  ④’ 

  実質収支     8 億 8,525 万 1 千円    ⑤’＝③’－④’ 

 

 単 年 度 収 支  

 

実質収支 8億 8,525 万 1千円から、前年度の実質収支 10億 165 万 3 千円を差し引いた単年

度収支は、1億 1,640 万 2 千円の赤字となりました。 

（平成 23年度 2 億 843 万 7 千円の黒字） 

 

 実 質 単 年 度 収 支  

 

 単年度収支に財政調整基金積立金と繰上償還した額（平成 24 年度は繰上償還なし）を加え、

これから当該年度において取り崩した基金積立金の額を差し引いた実質単年度収支は、7 億

5,054 万 7 千円の黒字となりました。 

（平成 23年度 3 億 6,074 万 7 千円の黒字） 



 経 常 収 支 比 率  

 

経常的収入（地方税、普通交付税、地方譲与税、利子割交付金等）と経常的支出（人件費、

公債費、扶助費、補助費、物件費等）をとらえ、経常的経費にどれだけの経常的収入である

一般財源が充てられているかをみます。比率が低い方が財政に弾力性があるといえます。 

 

  （経常的経費に充当される一般財源等） 

    154 億 4,114 万 1 千円 

                     ＝ ８８．３％ 

  （経常一般財源等収入） 

    174 億 7,257 万 3 千円 

（平成 23年度 ８９．３％） 

 

 財 政 力 指 数  

 

地方公共団体がそれぞれ標準的な行政を行う場合に必要とされる経費（基準財政需要額）

と標準的な状態における税収入等（基準財政収入額）を比較し、基準財政需要額が基準財政

収入額を上回ったときは、普通交付税で補われます。したがって、財政力指数が「１」に近

いほど財政力が強いとみることができます。なお、通常は過去 3 か年の平均値を財政分析に

用います（収入額、需要額とも錯誤額を含まない額で算出）。 

 

  （基準財政収入額） 

    36 億 2,573 万 5 千円 

                 ＝ ０．２９７ 

  （基準財政需要額） 

    121 億 9,006 万 6 千円 

 

  平成 22 年度（単年度）・・・０．２９８  

  平成 23 年度（単年度）・・・０．３０１    ３か年平均・・・０．２９９ 

  平成 24 年度（単年度）・・・０．２９７  

 

（平成 23年度 ０．３０７） 

 公 債 費 比 率  

 

 市債の償還経費である公債費の財政運営に及ぼす影響を知る指標のひとつで、市税、普通

交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費に

充当されたものの占める割合。 

 

  平成 24 年度（単年度）   １０．１％ 

（平成 23年度 １１．５％） 



 （単位：千円）

平成24年度 平成23年度 増減額等 増減率 ％

1 28,826,424 27,848,534 977,890 3.5

2 27,278,267 26,156,427 1,121,840 4.3

3 1,548,157 1,692,107 △ 143,950 △ 8.5

4 662,906 690,454 △ 27,548 △ 4.0

5 885,251 1,001,653 △ 116,402 △ 11.6

6 △ 116,402 208,437 △ 324,839 △ 155.8

7 866,949 131,926 735,023 557.1

8 20,384 △ 20,384 皆減

9

10 750,547 360,747 389,800 108.1

11 88.3（94.0） 89.3(94.4) △1.0(△0.4)

12 94.6 94.4 0.2

13 10.1 11.5 △ 1.4

14 15,316,513 15,202,048 114,465 0.8

15 3,619,744 3,733,701 △ 113,957 △ 3.1

16 4,628,792 4,753,777 △ 124,985 △ 2.6

17 17,370,926 17,299,909 71,017 0.4

22年度 0.298 0.322

0.301 0.298

0.297 0.301

0.299 0.307 △ 0.008 △ 2.6

付表２－１　歳入歳出決算及び指数等の状況

区　　　　　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

経常収支比率％ 注(1)

積 立 金

繰 上 償 還 金

積 立 金 取 り 崩 し 額

実 質 単 年 度 収 支
⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

3ヵ年平均

18

財
政
力
指
数

公 債 費 比 率 ％

経常一般財源比率％

基準財政需要額 注(2)

基準財政収入額 注(2)

標 準 税 収 入 額 等

(21)

23年度 (22)

標準財政規模 注(3)

24年度 (23)



 （単位：千円）

平成24年度 平成23年度 増減額等 増減率 ％

19 3,922,793 3,055,844 866,949 28.4

20 701 700 1 0.1

21 4,302,213 4,302,213 0 0.0

22 1,503,538 753,338 750,200 99.6

23 19,147 19,141 6 0.0

24 36,857 52,591 △ 15,734 △ 29.9

25 39,489 39,477 12 0.0

26 15,119 16,010 △ 891 △ 5.6

27 1,010,364 1,010,116 248 0.0

28 9,286 8,635 651 7.5

29 17,960 28,135 △ 10,175 △ 36.2

30 0 55,578 △ 55,578 皆減

31 200,177 100,003 100,174 100.2

32 3,001 0 3,001 皆増

38,994 19,216 19,778 102.9

573,006 592,784 △ 19,778 △ 3.3

612,000 612,000 0 0.0

91,000 94,000 △ 3,000 △ 3.2

9,000 6,000 3,000 50.0

100,000 100,000 0 0.0

35 30,404,681 31,073,203 △ 668,522 △ 2.2

宮柊二記念館運営基金
現 在 高

貸付金

計

芸 術 文 化 振 興 基 金
現 在 高

目黒邸保存基金現在高

すこやか基金現在高

渓流魚保全基金現在高

財政調整基金現在高

減 債 基 金 現 在 高

地域振興基金現在高

公共施設整備等基金
現 在 高

（付表２－１　歳入歳出決算及び指数等の状況）

区　　　　　分

新庁舎建設基金現在高

ふるさと結基金現在高

災害対策基金現在高

住民生活に光をそそぐ
基 金 現 在 高
過 疎 地 域 支 援 基 金
現 在 高

注(3)　標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含む。

注(2)　錯誤額を増減後で算出。合併算定替による増加分を含む。

貸付金

計

市 債 現 在 高

注(1)　経常一般財源等は、減税補てん債と臨時財政対策債を含む。（　）内は除いて算出。

33 奨学基金現在高

現　金

34
医師等修学基金
現 在 高

現　金
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３ 主な一般財源の状況 

 

 主な一般財源である市税及び普通交付税の過去 5年間の収入状況は、次のとおりです。 

 市税については、長引く景気の低迷の影響などにより、約 4 千 8 百万円の減額となりまし

た。普通交付税については臨時財政対策債が減額になりましたが、総額としては、約 1 億 9

千 6百万円の増額となりました。 

 なお、普通交付税には、平成 13 年度から始まっています臨時財政対策債分を加算して記載

してあります。 

 

                                   （単位:百万円） 

 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

市税     Ａ 4,341 4,105 4,034 4,050 4,002 

普通交付税  Ｂ 10,265 10,645 11,175 11,468 11,697 

臨時財政対策債Ｃ 784 1,216 1,582 1,078 1,045 

Ｂ＋Ｃ    Ｄ 11,049 11,861 12,757 12,546 12,742 
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４ 市債の状況 

 

 市債償還金については、平成 19 年度から平成 21 年度にかけて補償金免除繰上償還の影響

により一時的に急増しましたが、平成 25 年度以降は、その効果が現れて減少傾向で推移して

いく見込ですが、本格的に開始となる大型建設事業の動向によっては、起債額の増加も考え

られ、数年後には償還金が増加傾向となることも予想されます。 
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 平成 24 年度普通会計の市債償還金は 34 億 5,824 万 3 千円で、財源として使用料 5,204 万

4 千円、諸収入 2,446 万 4 千円、繰越金 1,359 万 4 千円、一般財源 33億 6,814 万 1千円とな

っています。 
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◎ 現状と課題 

 

 １ 歳入の状況 

   歳入は、前年度と比較して、9 億 7,789 万円の増額となりました。大きな増減につい

ては、次のとおりです。 

   市税は、主な一般財源の状況で触れたとおり、長引く景気の低迷の影響などにより、

4,795 万 8 千円の減額となりました。 

地方交付税は、従来の「地方再生対策費」及び「雇用対策・地域資源活用推進費」を

整理統合し、緊急加算分を上乗せした臨時費目、「地域経済・雇用等対策費」の増加など

により、2億 2,452 万 2千円の増額となりました。 

   国庫支出金は、地域活性化・きめ細かな臨時交付金の終了による 2億 9,114 万 4 千円

の減などにより、3億 3,217 万 9千円の減額となりました。 

   県支出金は、平成 23 年度の豪雨災害による繰越事業に対しての災害復旧費県補助金の

増により、7億 1,493 万 5 千円の大幅な増額となりました。 

   財産収入は、平成 23 年度に「旧クリーンセンター用地」の売払いなどがあり、大幅な

増額であったことから、今年度は 8,751 万 7 千円の減額となりました。 

   市債は、借入総額を抑制したことにより、1 億 7,390 万円の減額とすることができま

した。また、前年度に引き続き、本年度も将来の公債費負担を軽減するため、小・中学

校施設の整備などに当たっては、交付税の補填措置の高い優良債の借り入れを行いまし

た。 

 

 ２ 歳出の状況 

 歳出は、前年度と比較して、11 億 2,184 万円の増額となりました。大きな増減につい

ては、次のとおりです。 

   人件費は、引き続き定員適正化計画に基づく人員削減を行ったことにより、1 億 532

万 7 千円の減額となりました。 

維持補修費は、3 年続きの豪雪による道路機械除雪事業費が 1 億 7,220 万 6 千円の増

加となり、総額 1億 4,728 万 6 千円の増額となりました。 

   補助費等は、水道事業会計補助金などの減少により、1 億 9,763 万 4 千円の減額とな

りました。 

   積立金は、財政調整基金、公共施設整備等基金及び過疎地域支援基金などへ積み立て

を行い、10 億 6,647 万 8 千円の大幅な増額となりました。 

   普通建設事業費は、消防庁舎建設事業が開始されたこと及び機械除雪を容易に行える

よう、地域道路の拡幅工事などを進捗させたことにより、2 億 9,609 万 8 千円の増額と

なりました。 

   災害復旧事業は、平成 23 年度の新潟・福島豪雨災害によって被災した、市道・普通河

川などの土木施設、農地農業用施設、林業施設など、さまざまな施設の復旧を進めたと

ころ、1億 2,951 万円の増額となりました。 

 

 ３ 今後の課題 

   平成 24 年度の単年度収支は、1億 1,640 万 2 千円の赤字となりました。 

   この最大の要因としては、財政調整基金をはじめとした基金への積立金が大きく増加



したことによります。その他の要因としては、道路機械除雪事業費、普通建設事業費及

び災害復旧事業費の増額が挙げられます。単年度収支は赤字となりましたが、財政調整

基金への積立額を加えた実質単年度収支は、7億 5,054万 7千円の黒字となっています。 

普通交付税は、約 2 億 2,800 万円の増額、臨時財政対策債は、約 3,200 万円の減額と

なり、臨時財政対策債を含めた普通交付税全体では、約 1億 9,600 万円の増額となりま

した。 

   本市の財政運営に大きな影響を及ぼす地方交付税については、昨年度に引き続き伸び

を示していますが、平成 27 年度から合併特例措置の段階的な逓減が始まることから、臨

時財政対策債を含めて厳しい状況が見込まれます。更に、本格的に開始される大型建設

事業が複数控えていることから、平成 24年度と同様に、今後の需要に備えて、財政調整

基金をはじめとした基金への積立により、住民サービスに年度間格差をもたらさないよ

うにしなければなりません。 

   国では、長年の国税収入の落ち込み分や、社会保障の安定財源確保の観点から、消費

税率の段階的な引き上げ時期などについて、本格的な議論が開始されます。消費税率の

引き上げに伴っての消費意欲の減退等も予想され、いまだ本格的な景気の回復に至って

いない本市においては、市税の減収についても懸念されるところです。 

   平成 23 年 7 月の新潟・福島豪雨災害による災害復旧事業は、平成 25 年度で完了の見

込みとなっていますが、豪雨・豪雪などによる災害が毎年のように起こっており、歳出

額の増加にともない、公債費が膨らむことも考えられる状況となっています。 

   今後も、市全体の中で将来の公債費負担の縮減に努めるとともに、第 2 次魚沼市行政

改革大綱などに基づき、歳入に見合った歳出のバランスが取れるよう、財政の健全化を

継続的に進めることにより、持続可能な市政運営に努めていかなければなりません。 

 

 

 

 


